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(54)【発明の名称】方向変換装置及び動力伝達システム

(57)【要約】

【課題】所望とする高いバックドライバビリティと高い

応答性を有する方向変換装置を提供する。

【解決手段】方向変換装置１１は、一方向に回転する入

力回転軸１４と、出力側の出力回転軸１５と、入力回転

軸１４から出力回転軸１５に逆方向に回転動力を伝達す

る歯車機構１６と、入力回転軸１４及び出力回転軸１５

を支持するとともに、入力回転軸１４と同一方向に自転

可能に構成された収容体１７と、収容体１７の内部に歯

車機構１６とともに収容されるＭＲ流体の粘性を調整す

る粘性調整部２５と、オン／オフ操作によって収容体１

７の自転の阻止と許容を切り換え可能に動作するブレー

キ機構１８とを備えている。方向変換装置１１では、Ｍ

Ｒ流体の粘性に応じた歯車機構１６の動作調整とブレー

キ機構１８の切り換えによる収容体１７の自転の有無と

により、出力回転軸１５の回転方向を切り換える。

【選択図】          図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
一方向の回転入力を正逆何れかの方向の回転出力に切り換える方向変換装置において、
入力側からの動力により前記一方向に回転する入力回転軸と、回転可能に出力側に配置さ
れる出力回転軸と、前記入力回転軸から前記出力回転軸への動力伝達を可能に構成された
歯車機構と、前記入力回転軸及び前記出力回転軸を支持するとともに、前記歯車機構が内
部に収容される収容体と、前記歯車機構及び前記収容体の動作を調整する動作調整手段と
を備え、
前記歯車機構は、前記入力回転軸と前記出力回転軸を逆方向に回転させるように動作し、
前記収容体は、前記入力回転軸と同一方向に自転可能に構成され、
前記動作調整手段は、前記収容体の内部に前記歯車機構とともに収容され、周囲の外場の
変化により粘性が変化する機能性流体と、当該機能性流体の粘性を調整する粘性調整部と
、オン／オフ操作によって前記収容体の自転の阻止と許容を切り換え可能に動作するブレ
ーキ機構とを備え、前記機能性流体の粘性に応じた前記歯車機構の動作調整と前記ブレー
キ機構の切り換えによる前記自転の有無とにより、前記出力回転軸の回転方向を切り換え
ることを特徴とする方向変換装置。
【請求項２】
前記歯車機構は、前記機能性流体の粘性が所定値以上になったときに、前記逆方向の動力
伝達を阻止するロック状態とされ、当該ロック状態で、前記ブレーキ機構をオフ状態とし
て前記自転を許容したときに、当該自転による回転方向と同一方向となる順方向に前記出
力回転軸が回転することを特徴とする請求項１記載の方向変換装置。
【請求項３】
前記歯車機構による動力伝達が許容されるアンロック状態で、前記ブレーキ機構をオン状
態にして前記自転を阻止したときに、前記入力回転軸に対して前記出力回転軸が逆方向に
回転することを特徴とする請求項２記載の方向変換装置。
【請求項４】
前記アンロック状態で、前記ブレーキ機構をオフ状態にして前記自転を許容するしたとき
に、前記順方向及び前記逆方向の回転が相殺されることを特徴とする請求項３記載の方向
変換装置。
【請求項５】
前記粘性調整部での前記粘性の調整と前記ブレーキ機構の動作切り換えにより、前記入力
回転軸の回転状態を一定に維持したまま、前記出力回転軸の回転方向とバックドライバビ
リティの程度が調整されることを特徴とする請求項１記載の方向変換装置。
【請求項６】
請求項１記載の方向変換装置を介して、入力側の駆動装置からの動力を出力側の可動部に
伝達する動力伝達システムにおいて、
前記出力回転軸と前記可動部の間に、前記方向変換装置から出力された回転出力の前記可
動部への伝達と遮断を切り換えるクラッチが設けられ、
前記方向変換装置による前記出力回転軸の回転出力調整と、前記クラッチの切り換えとを
組み合わせることで、複数のバリエーションでの動力伝達を可能とすることを特徴とする
動力伝達システム。
【請求項７】
複数の動作モードが設定され、選択された動作モードに従って前記方向変換装置及び前記
クラッチの動作を指令する指令装置を更に備え、
前記指令装置は、前記駆動装置によって動作する前記入力回転軸の回転方向と同一方向と
なる順方向の前記出力回転軸の回転により前記可動部を動作させる順方向伝達モードと、
前記入力回転軸の回転方向と逆方向となる前記出力回転軸の回転により前記可動部を動作
させる逆方向伝達モードと、前記順方向及び前記逆方向の回転が相殺された状態の前記出
力回転軸を前記可動部に接続する回転相殺モードと、前記順方向伝達モードに対し、前記
クラッチの切り換えにより前記駆動装置から前記可動部への動力を遮断する順方向遮断モ
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ードと、前記逆方向伝達モードに対し、前記クラッチの切り換えにより前記駆動装置から
前記可動部への動力を遮断する逆方向遮断モードとの何れかを選択可能に設定されること
を特徴とする請求項６記載の動力伝達システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、一方向の回転入力を正逆何れかの方向の回転出力に切り換える方向変換装置、
及びこれを用いた動力伝達システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
人間の生活空間で共存するヒューマノイドロボットや介護支援用ロボット、或いは手術支
援ロボット等のロボットシステムでは、その動作中に人間との間で予期しない衝突や接触
が発生した際に、これら状況を考慮した駆動を行うコンプライアンス性能（柔軟性）が要
求される。このようなロボットシステムには、緊急時等に即座に動作反応するための高い
応答性と、作用する外力に応じてロボットの可動部を柔軟に動作させる高いバックドライ
バビリティが要求される。従って、前記可動部の速度、トルク及び方向変換を可能にする
トランスミッションシステムとしては、応答性及びバックドライバビリティを向上させる
仕様のものが必要となる。ここで、入力側の動力に対して出力側の動力の方向変換を行う
際には、選択肢の一つとして、システムを動作させる際に駆動するモータの正転と逆転を
切り換えることにより対応可能である。しかしながら、モータの駆動方向を電気的に切り
換える場合には、ロボットシステムの安全対策として要求される以上の時間がかかり、所
望とする高い応答性を得ることができない。
【０００３】
ところで、特許文献１には、噛合する歯車を切り換えることで、一方向の回転入力を正逆
何れかの回転出力に変換する正逆回転出力用変換装置が開示されている。また、特許文献
２には、複数の一方向クラッチを組み合わせることで、正逆何れかの方向の回転入力を同
一方向の回転出力に変換する回転方向変換装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平７－５４９４０号公報
【特許文献２】特開２００４－８４７８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかしながら、前記特許文献１の装置では、歯車の切り換え時に出力側の回転が阻止され
る構造となっているため、歯車の噛合時を含め、所望とする高いバックドライバビリティ
が得られない。また、出力側の回転方向を変える際には、噛合する歯車の切り換えが必要
であり、当該歯車の切り換え動作では、素早い方向変換ができず、高い応答性が得られな
い。また、前記特許文献２の装置構造では、入力側の同一方向の回転に対し、出力側で正
逆何れかの回転への切り換えができない。更に、入力側からの回転が常時出力側に伝達さ
れていることから、所望とする高いバックドライバビリティが得られない。
【０００６】
本発明は、このような課題を解決するために案出されたものであり、その目的は、所望と
する高いバックドライバビリティを得ることができ、且つ、方向変換時の応答性を向上さ
せることができる方向変換装置及び動力伝達システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
前記目的を達成するため、本発明は、主として、一方向の回転入力を正逆何れかの方向の
回転出力に切り換える方向変換装置において、入力側からの動力により前記一方向に回転
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する入力回転軸と、回転可能に出力側に配置される出力回転軸と、前記入力回転軸から前
記出力回転軸への動力伝達を可能に構成された歯車機構と、前記入力回転軸及び前記出力
回転軸を支持するとともに、前記歯車機構が内部に収容される収容体と、前記歯車機構及
び前記収容体の動作を調整する動作調整手段とを備え、前記歯車機構は、前記入力回転軸
と前記出力回転軸を逆方向に回転させるように動作し、前記収容体は、前記入力回転軸と
同一方向に自転可能に構成され、前記動作調整手段は、前記収容体の内部に前記歯車機構
とともに収容され、周囲の外場の変化により粘性が変化する機能性流体と、当該機能性流
体の粘性を調整する粘性調整部と、オン／オフ操作によって前記収容体の自転の阻止と許
容を切り換え可能に動作するブレーキ機構とを備え、前記機能性流体の粘性に応じた前記
歯車機構の動作調整と前記ブレーキ機構の切り換えによる前記自転の有無とにより、前記
出力回転軸の回転方向を切り換える、という構成を採っている。
【発明の効果】
【０００８】
本発明によれば、機能性流体の粘性に応じた歯車機構の動作調整と、ブレーキ機構の切り
換えによる収容体の自転の有無とにより、出力回転軸の回転方向が切り換わる構造となっ
ていることから、正逆何れかの方向に回転出力を切り換える際に、入力側のモータ等の駆
動装置による駆動方向の切り換えや歯車の切り換えが不要となる。すなわち、本発明の構
造では、収容体内において、機能性流体の粘性変化を利用して歯車機構の伝達動作の調整
が可能となり、当該伝達動作と収容体の自転動作を選択することで、出力回転軸の回転方
向の変換が可能となる。具体的には、機能性流体の粘性を高めることによって歯車機構で
の伝達動作が阻止され、この際、ブレーキ機構をオフにすると、収容体の自転を利用した
順方向の回転伝達が可能となる。一方で、機能性流体の粘性を低くすることによって歯車
機構での伝達動作が許容され、この際、ブレーキ機構をオンにして収容体の自転を阻止す
ると、歯車機構を利用した逆方向の回転伝達が可能となる。従って、本発明では、機能性
流体の粘性調整やブレーキ機構の切り換えにより回転出力の方向変換が可能となるため、
入力側の駆動装置による駆動方向の切り換えや歯車の切り換え等を行う従来構造よりも、
方向変換時の応答性を良好とし、且つ、高いバックドライバビリティを得ることができる
。また、機能性流体の粘性調整によりバックドライバビリティの調整を簡単且つ素早く行
うことができ、方向変換装置にクラッチを併用することで、より高いバックドライバビリ
ティを得ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本実施形態に係る動力伝達システムの主要構成を表す概念図である。
【図２】方向変換装置の概略断面図である。
【図３】（Ａ）～（Ｅ）は、動力伝達システムでの各動作モードを説明するための概念図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１１】
図１には、本実施形態に係る動力伝達システムの主要構成を表す概念図が示されている。
この図において、動力伝達システム１０は、動力源となるモータ等の駆動装置Ｍと、駆動
装置Ｍからの動力によって動作するマニピュレータとなるロボットアーム等の可動部Ａと
の間に設けられ、入力側となる駆動装置Ｍから、出力側となる可動部Ａへの動力伝達状態
を変換可能に構成されている。
【００１２】
この動力伝達システム１０は、駆動装置Ｍに繋がって、入力側からの一方向の回転入力を
正逆何れかの方向の回転出力に切り換える方向変換装置１１と、方向変換装置１１と可動
部Ａの間に配置され、方向変換装置１１から出力された回転出力の可動部Ａへの伝達と遮
断を切り換えるクラッチ１２と、複数の動作モードが設定され、選択された動作モードに
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従って方向変換装置１１及びクラッチ１２の動作を指令する指令装置１３とを備えている
。
【００１３】
前記方向変換装置１１は、駆動装置Ｍに繋がってその駆動力により回転可能な入力側の入
力回転軸１４と、出力側で回転可能に配置されるとともに、クラッチ１２に繋がる出力回
転軸１５と、入力回転軸１４及び出力回転軸１５を繋ぐ歯車機構１６と、歯車機構１６が
内部に収容される箱状の収容体１７と、収容体１７の出力側に配置されたブレーキ機構１
８とを備えている。
【００１４】
前記入力回転軸１４及び出力回転軸１５は、相互に同一となる軸線に沿って配置され、当
該軸線回りにそれぞれ回転可能となるように収容体１７に支持されている。
【００１５】
前記歯車機構１６は、入力回転軸１４から出力回転軸１５への動力伝達を可能にする構成
となっており、図２に詳細に示されるように、入力回転軸１４に連なる入力側歯車部２０
と、出力回転軸１５に連なる出力側歯車２１と、入力側歯車部２０及び出力側歯車部２１
に繋がって同図中上下に配置される中間歯車部２２とからなる。
【００１６】
前記入力側歯車部２０は、入力回転軸１４に連結された軸部材２０Ａと、軸部材２０Ａに
支持される入力側ベベルギア２０Ｂとからなり、この入力側ベベルギア２０Ｂは、入力回
転軸１４と一体回転可能となっている。
【００１７】
前記出力側歯車部２１は、出力回転軸１５に連結された軸部材２１Ａと、軸部材２１Ａに
支持される出力側ベベルギア２１Ｂとからなり、この出力側ベベルギア２１Ｂは、出力回
転軸１５と一体回転可能となっている。
【００１８】
前記中間歯車部２２は、収容体１７に対して回転可能に取り付けられた軸部材２２Ａと、
軸部材２２Ａに支持される中間ベベルギア２２Ｂとからなる。この中間ベベルギア２２Ｂ
は、入力側ベベルギア２０Ｂ及び出力側ベベルギア２１Ｂに噛み合った状態で配置される
。従って、これら歯車部２０～２２では、入力側ベベルギア２０Ｂの回転に連動して中間
ベベルギア２２Ｂが回転し、当該回転に連動して出力側ベベルギア２１Ｂが回転すること
になる。
【００１９】
以上の構成の歯車機構１６では、入力側ベベルギア２０Ｂが、駆動装置Ｍの駆動による入
力回転軸１４の回転と同一方向に一体的に回転可能となり、当該回転により、中間ベベル
ギア２２Ｂ及び出力側ベベルギア２１Ｂが回転され、出力回転軸１５が入力回転軸１４と
逆方向に回転するように動力伝達される。
【００２０】
前記収容体１７には、周囲の外場の変化により粘性が変化する機能性流体が収容される内
部空間２４と、機能性流体の粘性を調整する粘性調整部２５とが設けられている。
【００２１】
前記内部空間２４は、収容体１７の内部において歯車機構１６の存在部分を除く部分に形
成され、当該内部空間２４には、機能性流体が各ベベルギア２０Ｂ、２１Ｂ、２２Ｂの回
りを覆う状態で充填される。
【００２２】
ここで、本実施形態においては、機能性流体として、作用する磁場の強さに応じて粘性（
粘度）が変化する磁気粘性流体（ＭＲ流体）が利用される。このＭＲ流体は、粒子径が数
十ナノメートルオーダとなるフェライト粒子等の強磁性を有する磁性粒子を非コロイド有
機溶液に分散させてなり、当該磁性粒子が磁場の影響下で拘束されることで、液体の見か
け上の粘性を変えるようになっている。つまり、このＭＲ流体は、周囲の磁場が強くなる
程、粘性が増大するように作用する。
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【００２３】
前記粘性調整部２５は、収容体１７の周囲に所定の磁場を発生させるように構成されてお
り、収容体１７の周囲に配置されたコイル２７と、コイル２７への通電状態を調整して磁
場の大きさを調整する磁場発生装置２８とを含む公知の構成からなる。コイル２７が通電
すると、図２の破線で模式的に示されるように、内部空間２４の周囲に磁場が発生するこ
とになる。
【００２４】
ここで、磁場発生装置２８によるコイル２７への通電調整により、発生磁場の大きさを変
化させてＭＲ流体の粘性を変化させ、当該粘性による抵抗で、ＭＲ流体に表面が覆われた
ベベルギア２０Ｂ、２１Ｂ、２２Ｂの回転調整が可能となる。特に、ＭＲ流体の粘性を所
定値以上にすることで、各ベベルギア２０Ｂ、２１Ｂ、２２Ｂを回転不能とし、歯車機構
１６による入力回転軸１４から出力回転軸１５への回転伝達を阻止するロック状態にする
ことができる。このロック状態では、入力回転軸１４が回転する状態でも、入力側ベベル
ギア２０ＢがＭＲ流体の粘性により回転せず、入力回転軸１４の回転力が、入力側歯車部
２０から中間歯車部２１を通じて収容体１７に全て作用することになる。このように、入
力回転軸１４の回転力が収容体１７に作用すると、その構造により、入力回転軸１４、収
容体１７及び出力回転軸１５が一体的に回転する。従って、このとき、収容体１７は、入
力回転軸１４の回転により、その軸線回りに同一方向となる順方向に自転し、当該同一方
向に出力回転軸１５が回転することになる。
【００２５】
前記ブレーキ機構１８は、オン／オフ操作によって、収容体１７の自転の阻止と許容を切
り換え可能に動作する。このブレーキ機構１８としては、収容体１７への接触部材の接触
時の摩擦力の付与により収容体１７の自転を阻止し、当該接触部材を収容体１７から離間
することで、収容体１７の自転が許容される公知の構造を例示できる。なお、ブレーキ機
構１８は、機能性流体を利用して作動させるものを含め、同様の作用を奏する限り公知の
構造のものを採用可能であり、当該構造自体は、本発明の本質部分ではないため、詳細な
説明を省略する。
【００２６】
前記方向変換装置１１は、以上の構成により、次の各パターンで作用させることが可能に
なる。
【００２７】
すなわち、第１のパターンとしては、歯車機構１６による動力伝達が阻止されるロック状
態で、ブレーキ機構１８をオフ状態として収容体１７の自転を許容し、当該自転を通じて
、入力回転軸１４の回転と同一方向の順方向に出力回転軸１６を回転される順回転伝達パ
ターンがある。
【００２８】
第２のパターンとしては、歯車機構１６による動力伝達が許容されるアンロック状態で、
ブレーキ機構１８をオン状態にして収容体１７の自転を阻止し、入力回転軸１４に対して
出力回転軸１６を逆方向に回転させる逆回転伝達パターンがある。
【００２９】
第３のパターンとしては、歯車機構１６による動力伝達が許容されるアンロック状態で、
ブレーキ機構１８をオフ状態にして収容体１７の自転を許容し、入力回転軸１４に対する
出力回転軸１６の順方向及び逆方向の回転を相殺する回転相殺パターンがある。
【００３０】
以上により、ブレーキ機構１８、粘性調整部２５、及びＭＲ流体は、歯車機構１６及び収
容体１７の動作を調整する動作調整手段を構成する。当該動作調整手段では、ＭＲ流体の
粘性に応じた歯車機構１６の動作調整と、ブレーキ機構１８の切り換えによる収容体１７
の自転の有無とにより、出力回転軸１５の回転方向の切り換えを可能とする。
【００３１】
前記クラッチ１２は、所望のオン／オフ操作によって、出力回転軸１５から可動部Ａへの
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回転動力の伝達を許容する伝達許容状態と、当該伝達を遮断する伝達遮断状態とを切り換
えるようになっている。このクラッチ１２は、機能性流体を利用して作動させるものを含
め、同様の作用を奏する公知の構造のものが採用され、当該構造自体は、本発明の本質部
分ではないため、詳細な説明を省略する。
【００３２】
前記指令装置１３は、ソフトウェア及び／又はハードウェアによって構成され、プロセッ
サ等、複数のプログラムモジュール及び／又は処理回路より構成され、予め設定された以
下の動作モードに応じて、方向変換装置１１及びクラッチ１２の動作指令を行うようにな
っている。
【００３３】
ここでの動作モードとしては、クラッチ１２をオンにした前記伝達許容状態にて行われる
第１～第３の動力伝達モードと、クラッチ１２をオフにした前記伝達遮断状態にて行われ
る第１及び第２の動力遮断モードとが設定されている。
【００３４】
前記第１の動力伝達モードは、図３（Ａ）に示されるように、方向変換装置１１を、入力
回転軸１４の回転と同一方向の順方向に出力回転軸１５を回転させる前記順回転伝達パタ
ーンとすることで、出力回転軸１５を順方向に回転させて可動部Ａを動作させる順方向伝
達モードである。すなわち、この順方向伝達モードでは、コイル２７（図２参照）への通
電によりＭＲ流体の粘性を高め、歯車機構１６による入力回転軸１４から出力回転軸１５
への回転伝達を阻止するとともに、ブレーキ機構１８をオフとし、入力回転軸１４と同一
方向に収容体１７を自転させながら出力回転軸１５が一体的に回転する。そして、当該回
転がクラッチ１２を通じて可動部Ａに伝達される。
【００３５】
前記第２の動力伝達モードは、図３（Ｂ）に示されるように、方向変換装置１１を、入力
回転軸１４の回転と逆方向に出力回転軸１５を回転させる前記逆回転伝達パターンとする
ことで、出力回転軸１５を逆方向に回転させて可動部Ａを動作させる逆方向伝達モードで
ある。すなわち、この逆方向伝達モードでは、コイル２７への通電が行われずにＭＲ流体
の粘性が最低値とされ、歯車機構１６による入力回転軸１４から出力回転軸１５への回転
伝達を許容するとともに、ブレーキ機構１８をオンにして収容体１７の自転を阻止するこ
とで、歯車機構１６のみの動力伝達により入力回転軸１４と逆方向に出力回転軸１５が回
転する。そして、当該回転がクラッチ１２を通じて可動部Ａに伝達される。
【００３６】
前記第３の動力伝達モードは、図３（Ｃ）に示されるように、第２の動力伝達モードに対
し、ブレーキ機構１８をオフにして収容体１７の自転も可能とする前記回転相殺パターン
として方向変換装置１１を切り換えることで、出力回転軸１５に対する順方向及び逆方向
の回転が相殺された状態とする回転相殺モードである。すなわち、この回転相殺モードで
は、入力回転軸１４の回転方向に対し、出力回転軸１５は、歯車機構１６を通じた逆方向
の回転と、収容体１７の自転を通じた順方向の回転とが相殺されることになる。この際、
粘性調整部２５により、方向変換装置１１の周囲の磁場調整を行うことで、相反方向の回
転力を完全に相殺できる。この場合には、出力回転軸１５が回転しないため、クラッチ１
２がオンの状態でも、可動部Ａは動作しないことになる。この状態で所定値以上の外力が
可動部Ａ側から作用すると、当該外力によって出力回転軸１５が回転可能となり、ある程
度のバックドライバビリティを確保できる。ここで、当該バックドライバビリティを可能
とする外力としては、駆動装置Ｍが可動部Ａに直結している場合よりも少なくすることが
できる。また、粘性調整部２５での磁場調整により、相反する二方向の回転力に差を付け
ることが可能となり、これにより、駆動装置Ｍの駆動状態を変えずに出力回転軸１５の出
力調整ができ、バックドライバビリティを許容する外力の大きさの調整が可能となる。
【００３７】
前記第１の動力遮断モードは、図３（Ｄ）に示されるように、同図（Ａ）の順方向伝達モ
ードに対して、クラッチ１２をオフにして、駆動装置Ｍから可動部Ａへの動力を遮断する

10

20

30

40

50



(8) JP　2022-28161　A　2022.2.16

順方向遮断モードである。
【００３８】
前記第２の動力遮断モードは、図３（Ｅ）に示されるように、同図（Ｂ）の逆方向伝達モ
ードに対して、クラッチ１２をオフにして、駆動装置Ｍから可動部Ａへの動力を遮断する
逆方向遮断モードである。
【００３９】
例えば、図３（Ａ）の順方向伝達モードから、外力の作用による可動部Ａの動作を可能に
するには、クラッチ１２を遮断して、同図（Ｄ）の順方向遮断モードに切り換える。その
一方で、同図（Ａ）の順方向伝達モードから、バックドライバビリティを調整したい場合
には、クラッチ１２を遮断せずに、方向変換装置１１内のＭＲ流体の粘性のみを変化させ
、同図（Ｃ）の回転相殺モードに切り換えれば良い。
【００４０】
同様に、同図（Ｂ）の逆方向伝達モードから、外力の作用による可動部Ａの動作を可能に
するには、クラッチ１２を遮断して、同図（Ｅ）の逆方向遮断モードに切り換える。その
一方で、同図（Ｂ）の逆方向伝達モードから、バックドライバビリティを調整したい場合
には、クラッチ１２を遮断せずに、方向変換装置１１のブレーキ機構１８のみを作動させ
、同図（Ｃ）の回転相殺モードに切り換えれば良い。
【００４１】
従って、以上の実施形態によれば、前記各モードの切り換えにより、入力側の駆動装置Ｍ
の駆動を回転方向や駆動力を含めた同一の回転状態としたままで、出力側の出力回転軸１
５の回転方向の切り換えによる可動部Ａの動作時の方向変換と、バックドライバビリティ
の調整とが、現在の状態から素早く行えることになる。
【００４２】
なお、本発明に適用される機能性流体としては、前記実施形態のＭＲ流体に限定されず、
電磁場、光場、熱流動場、濃度場、圧力場等の外場の変化に応じて粘性が変化し、前述と
同様の作用を奏する限りにおいて、電気粘性流体（ＥＲ流体）等の種々の液体を採用する
ことができる。
【００４３】
その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質的
に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００４４】
１０  動力伝達システム
１１  方向変換装置
１２  クラッチ
１３  指令装置
１４  入力回転軸
１５  出力回転軸
１６  歯車機構
１７  収容体
１８  ブレーキ機構（動作調整手段）
２５  粘性調整部（動作調整手段）
Ａ  可動部
Ｍ  駆動装置
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【図１】

【図２】
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【図３】
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